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1990年以降の米軍海外ネットワーク再編とローカル構造、ミクロ動員 

——ドイツ・ビンスフェルトにおける平和・環境運動の事例から—— 

森啓輔1 

 

要旨:本論は、1990年以降のドイツにおける米軍基地ネットワーク変動を社会学的見地から考察するなか

で、ドイツ（ラインラント＝プファルツ州）の社会運動に焦点を当てながら、構造的変動と運動の生起

の連関について明らかにするものである。 

 米軍基地はグローバルなネットワークとして、とりわけ第二次世界大戦後に急速に拡大していく。本

論では米軍海外基地ネットワークを独自の帝国主義的展開として捉えつつも、この構造的展開が地域的

な構造にどのように影響を与えるのか、またそのような変動のなかで社会運動の行為者が現実をどのよ

うに認識し、運動を展開していくのかを行為主体の認識論の側面からケース・スタディを用いて明らか

にする。本論が対象にする事例は、ドイツ西部のラインラント＝プファルツ州に位置する米空軍シュパ

ングダーレム基地の拡張計画と、その地域的影響、および計画に異議を申し立てる社会運動の展開であ

る。 

 

キーワード：社会学、社会運動論、グローバル米軍基地ネットワーク、環境汚染 

 

1. 本論の目的 

 本論では、1990 年以降のドイツにおける米軍基地ネットワーク変動を社会学的見地から考察するなか

で、ドイツ（ラインラント＝プファルツ州）の平和・環境運動に焦点を当てながら、構造的変動と運動

の生起の連関について明らかにする。第二次世界大戦はインターステイト・システムを再編する主要な

出来事であった。敗戦の後、ドイツ第三帝国は連合国占領下に置かれ、全体主義から民主主義国家へ転

換するための構造的介入を受けた。朝鮮戦争勃発を機に米国は（西）ドイツに海外駐留基地を建設し、

冷戦下ソビエト連邦封じ込めのためにこれら基地群は主要な役割を担ったが、駐留の結果として厳しい

二次被害に直面する地域が出てきた。東西ドイツ統一後の米軍再編は、当該社会にどのような影響を与

えたのか。本論の目的は、1990 年以降の米軍基地海外ネットワークの構造的変化が、ドイツの地域社会

と社会運動にもたらした影響について事例研究を通して明らかにすることである。 
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2. 先行研究批判——批判的米軍基地ネットワーク研究と社会運動研究の接合へ 

 これまで、米軍海外基地ネットワークの地域的影響に関する先行研究は、社会学、社会運動論、およ

び隣接分野（歴史学・政治学・文化人類学）で展開してきた。冷戦以降のグローバル化と米国覇権を巡

っては、Joseph GersonとBruce Birchard（1991=1994）やMichael Klare（1996=1998）などのポスト（欧州）

冷戦期の米軍再編を巡る研究が1990年代の嚆矢的研究となった。その後、Christopher T. Sanders（2000）

やAlexander Cooley（2008）は米軍海外ネットワークの比較史研究を行い、Kent E. Calder（2007=2008）

は米国防総省の立場から、米軍海外ネットワークと基地受入国間の比較政治研究を行っている。また海

外米軍ネットワークに批判的な研究としてCatherine Lutzら（2008）は、米軍海外ネットワークとこれに

対抗するアクティヴィズムの系譜を明らかにしている。またDavid Vine（2009）は、大西洋に浮かぶディ

エゴ・ガルシアの英米軍による軍事化を通した現地民の強制移住の歴史を明らかにしており、近年は米

国の戦争予算の私企業化と、海外諸地域の基地被害に関する研究を展開しつつある（2015）。 

 社会運動論では冷戦以降の米軍海外ネットワークの再編と、これに対抗する勢力によるマクロ構造論

的な「対決政治 contentious politics」2に関する研究も近年相次いで出版されている。Andrew Yeo（2011）

は、東アジア諸国における米国と受入国間の二国間防衛協定の強さが反基地運動の戦略に与える影響の

メカニズムを考察し、Gabriele Vogt（2003）は、日米沖の位階的関係性と沖縄の平和運動のトランスナシ

ョナルな展開の萌芽について論じている。またTanji Miyume（2006）は、戦後沖縄における集合行為と

しての反戦反基地運動の運動サイクルと新しい社会運動論を媒介とした集合アイデンティティ形成につ

いて論じている。ミクロ動員論的な立場からは、大野光明（2014）が1972年前後の「沖縄闘争」のアイ

デンティティ越境的な運動過程を事例研究から明らかにしている。またMartin Klimke（2009）は、ドイ

ツと米国に国際的に成立した1960年代の学生運動と反基地運動の集合的アイデンティティ形成について

論じ、Yuichiro Onishi（2013）はアフロ・アメリカンを巡る20世紀のトランス・パシフィックな反人種主

義運動と米軍基地の関係性について考察している。マクロ構造論は、インターステイト・システムの調

整メカニズムとしての米軍ネットワークと社会運動のマクロ展開を扱っており、他方でミクロ社会運動

論アプローチは、現象学的主観性に基づいた文脈形成による運動展開という視点から、越境する身体の

実践を描いている点で卓越している。本論はこれらマクロ・ミクロアプローチを踏まえつつも、グロー

バルな米軍ネットワーク再編というマクロ変動が、ドイツで最も米軍基地が密集する地域の一つである

ラインラント＝プファルツ州（ドイツ）において、いかなる影響をローカル構造に与えたのか、またこ

の変動に対し運動主体が問題をいかに認識し、そしてミクロ動員がどのように展開したのかを、基地拡

張計画が行われているシュパングダーレム基地（Spangdahlem Airbase）に隣接するビンスフェルト

（Binsfeld）の事例研究から明らかにする。 

 ビンスフェルトをめぐる地域研究としては、朝井志歩（2009）が、基地拡張問題の経緯について環境

社会学の観点からいち早く扱っており、他方Martina Schommer（2005）は、エスノメソドロジーの視点

から、現代のビンスフェルトの人々の米国（人）に対する感覚について考察している。しかし朝井（上

                                            
2 対決政治は、議会や政党などによる制度化された政治領域とは区別される、社会運動や革命、テロリズ

ムなどの非制度的な政治領域を指している（濱西2006:72）。 
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掲）は2000年代初頭までを扱い、かつ運動行為者の主観的な問題認識プロセスという視点までは扱って

おらず、これらはより深く探究されなければならない。またSchommer（op.cit.）は、自らが生まれ育っ

た地域を対象とするインサイダー的視点からの研究により、地域的調和に隠されたコンフリクトについ

ては看過する傾向にある。本論はこれら地域研究の成果と限界を踏まえつつ、運動行為者の主観から問

題がどのように認識されたのか、また地域社会の「調和」への過程において、基地建設をめぐりどのよ

うな緊張関係が生じたのかを明らかにする。 

 以下第3節では、米軍海外ネットワーク変動と社会運動の生起を繋ぐ理論的視座の提出を行う。これ

を踏まえて第4節以降で事例を考察する。 

  

3. 米軍海外ネットワークを構造として捉える 

3.1. 帝国の基地と対決政治 

 そもそも、海外米軍基地とは構造的にいかなるものとして理解されうるのか。米軍海外ネットワーク

を理解するためには、政治過程論と世界システム論は検討の価値がある。政治過程論者のCharles Tillyに

よれば「歴史分析は、緻密に行われるのならば、権力闘争のより適切なモデルを我々に提供してくれる」

し、「我々に、様々な基盤を与え、また時間の物理的障壁を超えながら権力闘争を把握することを可能

にする。集合行為、対決、そして政治権力への闘争は、とりわけ歴史家の一次資料の足跡をすり抜けて

いく」（Tilly 1978:231）ものであり、社会運動論の研究対象になり得る3。Max Weberが述べるように、

国家が暴力の独占の根拠であり、また暴力の使用が唯一可能である正統性を持つとするならば（Weber 

1971=1980）、海外基地ネットワークの展開は資本の循環過程における恐慌を回避するための国家的介入

戦略の一つだとしても（Harvey 1985=1991）、資本主義的生産様式と収斂あるいは乖離しつつも異なる権

力展開を辿る。第二次大戦終結直後に米国は、グローバル・プレゼンスを維持し、同時に自身の反植民

地政策イデオロギーを裏切らぬために、世界に展開する米軍基地ネットワークを必要としていた。 

 

3.2. 防護統治体制とアンダー・プロテクタリアート 

 世界システム論者のAmy A. Holmes (2014) は、16世紀からの帝国の系譜をふまえ、現代米国を反植民

地型の第三期帝国と定義付けながら、世界システム論と政治過程論の統合を試みている。Holmesによれ

ば、米国は垂直・水平の2つの異なるスケールにおいて、それぞれ3項の構造を作り出す。①垂直構造

は一つの基地受入国内部に形成されるものであり、具体的には（1）海外駐留米軍要員、（2）受入国、

そして（3）受入国の防護対象人口（=プロテクタリアートprotectariat）の序列として形成される。②他方

で水平構造とは、インターステイト・システムにおける3アクターの序列化であり、すなわち（1）米国、

（2）米国の同盟国、そして（3）米国の敵国である（Holmes 2014:5）（図1）。垂直構造において、米国

が軍事力を提供する受入国の人口は、「統治される人口」（=population）としての自国民ではなく「防護

される人口」（=protectariat）とみなされる。そのため米国民に対するような参政権を通した民主的世論

                                            
3 Tillyの国家論（1978）と社会運動論における付置の考察に関してはJohnston（2011:149-52）に詳しい。 
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形成、福祉の提供などの人口統治を必要とせず、これらは受入国の統治に依存する（Ibid:20）。 

 

図1 米軍海外ネットワークをめぐる垂直3項・水平3項構造＋アンダープロテクタリアート 

 

 

 

 

 

注）Holmes（2014:5）をもとに筆者が作成、追記。 

 

 

 

 

 

インターステイト・システム内部において海外米軍基地は、米国内部の世論圧力から自らを地理的物理

的に隔離することを可能にし、逆説的だがその結果として米軍が防護すると宣言したプロテクタリアー

トから「公民権を剥奪」する（Ibid.）。このプロセスにおいて、民主主義を政治基盤とする受入国内にお

ける局所地理的な民主主義の制限が生産／再生産される。 

 またプロテクタリアートにとっては、国家の戦争形成過程への民主的介入が制度的に困難であるため、

軍隊をめぐる問題は国家間の問題であるという権威主義、あるいは無関心を呼び起こそう。同時に、民

主主義の局地的無効化を媒介とした軍事合理性の貫徹は、地理的制度的にプロテクタリアートからも除

外される人々を生産する。そのような人々を、アンダー・プロテクタリアート（防護対象人口以下）と

ここでは概念化する。アンダー・プロテクタリアートは、米国と受入国の二国間協定により、軍事力を

通して生命・財産を守られるべき受入国人口に形式的に含まれつつも、軍事施設の生産・維持に必要な

コスト
、、、

として区分されるため、軍事合理性を最大化することに動員され、場合によっては棄却対象とな

る主体あるいは人口である（図1）。 

 水平構造においては、生産過程が国際的分業を通して、工場や倉庫、小売店の世界規模の連結により

生じるように、暴力と防護はグローバルな軍事基地の配備を通して「生産」される（Ibid:20）。また暴力

と防護の生産は、軍事基地以外の多くの要素——兵隊の家族、基地外での生活、ローカル経済やインフラ

への依存——を必要としている。ゆえに軍事基地は閉鎖的インフラではなく「軍隊プレゼンスはいかなる

既存の施設の境界も超えていく」（Ibid:21）。この軍事プレゼンスの政治的社会的本質を理解するために、

  米国 米国の同盟国 米国の敵（国） 

海外駐留米軍要員 

プロテクタリアート 

（＝防護人口≠受入国人口） 

垂直構造 

水平構造 

アンダー・プロテクタリアート 

（防護人口以下） 
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Holmesは「防護統治体制 protection regime」という概念を用いる。この概念を用いると、受入国内におけ

る他国の軍事基地に対する認識の異なる形態に光を当てることができる。 

 Holmesの理論は、Tillyの政治過程論を発展させたものであり（Holmes 2014:17-22; Tilly 1985）、（1）

外的脅威 outside threatと（2）（プロテクタリアートに対する）二次被害collateral harmという、2つの尺

度に基づくものである。これら尺度がクロスされることで 4 つの象限を持つ「包括的防護表」が成立す

る。内訳は（a）予防的防護precautionary protection、（b）正統的防護 legitimate protection、（c）有害的防

護pernicious protection、そして（d）みかじめ料の徴収protection racketである（表1）4。 

 

 

表1 包括的防護表 

 二次被害/ 低 二次被害/ 高 

外敵脅威/ 高  (b)正統的防護 (c)有害的防護 

外敵脅威/ 低   (a)予防的防護 (d)みかじめ料の徴収 

 

 

「外的脅威」の認識レベルが高く「二次被害」の認識レベルが低い場合、駐留米軍は「正統的防護」と

見なされ、対照的に「外的脅威」の認識レベルが低く、受入国人口に対する「二次被害」の認識レベル

が高い場合、駐留米軍は「みかじめ料の徴収」をする不当な存在として認識される。ここで認識する主

体は様々想定されるが、政府が制度的に最も力をもつ主体として措定可能であり、他方で、政府機関以

外の組織形態（＝地方自治体、企業、社会運動組織およびNGOなど）の認識形成や運動過程が拮抗した

結果として、受入国内の認識分布は成立する。しかしこのようなマクロ構造収斂的な理解のみでは、な

ぜ人々が集合的に二次被害を認識し、異議を申したてたのかという主観的で発生論的な根拠が明らかに

されない。ゆえに、ナショナル構造的な基地正統性の認識収斂のレベルと、マクロかつローカルな認識

および集合行為の形成過程を繋ぐための理論が必要である。 

 

3.3. 法および規範システムとしての複合的制度機関に対抗する社会運動生起の考察  

 これまで政治過程論や資源動員論のような構造主義的決定論に対する批判を通して、社会構造変動理

論と主意主義的な集合行為生成理論の接続必要性が、社会運動論の領域で既に国際的に数多く議論され

てきている。近年においてその端緒は、文化アプローチが構造アプローチを痛烈に批判したことで開始

された（Buechler 2011:193）。批判を受けた後の改良型構造アプローチは（McAdam, Tarrow and Tilly 2001）、

集合アイデンティティ形成を強化する文化的問題に焦点を当てたが、文化は未だ構造的因果に従属する

一変数に過ぎないと批判された5。文化アプローチから見れば、構造的挑戦の試みが破れたとしてもそれ

は運動の終焉を意味しない。なぜなら今日の社会運動は、その多くが国家のみならず、企業や市民社会

                                            
4 「みかじめ料の徴収」の概念はTillyから援用されている（Tilly 1985:170）。  
5 この構造／文化アプローチ論争の火付け役となったのが、2001年に出版されたDynamics of Contention 

（McAdam, Tarrow, and Tilly）と Passionate Politics（Goodwin, Jasper, and Polletta）の2冊であった。 
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の規範構造に対しても挑戦しているからであり、また個人の主観的な戦略は運動が終結すると同時に消

尽するものでもないからである。ゆえに構造は運動において単一で支配的な役割を担うのではなく複合

的であり、かつ社会運動の行為実践は、アクターの認識を変革することが可能な文化を再帰的に創造し

また媒介する6。この視座は理論的前提に含み込まれるべきである。 

 本論ではこれら構造／文化論争を統合的に架橋する視座を持つ、「新しい社会運動」論の現代版であり、

かつ「支配と抵抗の諸形態の関係性」（Armstrong and Bernstein 2008:81）を問う複合―制度的政治アプロ

ーチMulti-Institutional Political Approachを用いる7。ArmstrongとBernsteinは、「新しい社会運動」が明らか

にしようとした「支配の形態と社会運動の挑戦の間の関係性」（Ibid:81）を、「新しさ」をめぐる不毛な論

争を退けつつ建設的に展開する8。本アプローチは、政治過程論の理論的限界を、支配の形態は国家のみ

ではなく多様な制度機関であると見なし、また支配の形態としての制度機関は法制度だけではなく、社

会規範も生産するという視点から、運動敵手の定義を拡大して乗り越えようと試みる。換言すれば制度

機関は物質的構造のみならず、文化的システム体系も構築し、運動も同様に物質的・文化的生産者とし

てこれらに挑戦するものと定義づけられる。 

 

4. 方法と対象 

 以下、具体的な方法と対象を提示する。上記で述べたHolmes（2014）による包括的防護表を用いなが

ら、ドイツにおける戦後米軍基地駐留の制度・文化（認識）的マクロ変動を論じる。これを踏まえて次

に、1990 年以降のドイツにおける米軍再編の一部である、シュパングダーレム基地の拡張建設計画に反

対する運動の展開を分析する。運動展開の記述は、フィールドワーク、運動に参加する個人および団体

の発行物、地域の新聞記事、公文書、および聞き取りにより構成される9。  

 

 

5. 分析   

5.1. 戦後ドイツの防護レジーム変動 

 ドイツにおける歴史的な包括防護表は図2である。1945年から49年まで、連合軍は第三帝国の異なる

地域をそれぞれ占領していた。西側および東側陣営の緊張が高まるにつれ、米軍の防護正統性が高まり、

他方で二次被害は低いレベルに留まった。1950 年代から、平和運動および反核運動の潮流がヨーロッパ

に現れる（Ziemann 2009:355）。1960年代後半における学生運動の国際的連帯は、今一度米国の帝国的展

                                            
6 Giddens （1993） quoted Jasper （1997:50） and Buechler （2011:204）. 
7 「複合―制度的政治アプローチ」のような統合論的観点は、日本語圏の運動研究においても主として構

造論と資源動員論的立場から展開されてきた（長谷川・町村2004; 片桐1995）。 
8 この不毛な「新しさ」をめぐる論争は、新しい社会運動論の牽引者のアルベルト・メルッチによっても

指摘されている（Melucci 1989=1997）。 
9 ラインラント＝プファルツ州においては、2011-3年に渡り、新たに拡張が行われているシュパングダー

レム米空軍基地に赴き、土地が政府によって接収された地域住民とその支援者に対して聞き取りを行っ

た。 
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開と軍事基地立地に疑問を投げかけた（Klimke 2009）。その後のNATO二重決定（1979）は、（西）ドイ

ツの人々に核戦争の危機を認識させた（Nehring und Ziemann 2011:92）。1980年代から90年代にかけて、

反基地運動が顕著になり、防護体制は政府レベルにおいて改革された。特に1983年以降に、緑の党が連

邦議会の議席を獲得するに至って、無視できないものになった（松浦2003:58）。さらに80年代後半に起

きた 2 件の米軍航空機の事故（ラムシュタイン・レムシャイト）により、多くの死傷者がでたことが、

後のボン補足協定改定（1993年）までの政治運動を後押しすることになる（同上:58-9）。ベルリンの壁が

崩壊した1990年以降、欧州冷戦体制の崩壊により米軍駐留のドイツにおける正統性は揺らぎ始める。在

独駐留米軍要員の大幅な削減と基地施設の縮小計画が開始され（DoD 1989, 2015）、1993年3月18日に

補足協定および関連協定の改定が署名された（松浦上掲:60）。 

 

図2 ドイツにおける包括的防護表 1945—現在 

注）Holmes (2014:35)より作成。 

 

 その後、2003 年には新たな反基地運動の契機として、イラク戦争への参加に反対するドイツ全土にお

ける大規模なデモ動員が生じた。しかしドイツでは、EU と NATO を基軸とした安全保障構造にドイツ

の安全保障政策が連動する形で、米軍基地再編は予定通り進むこととなる。この過程で防護レジームは

改定されながらも、継続的に機能して現在に至る。戦後（西）ドイツの米軍駐留正統性への認識の変遷

はゆえにHolmesの述べるように、①占領期における、第三帝国軍の再興を阻止するための米軍の「予防

的防護」期（1945-49）、②冷戦体制の構築と NATO 設立により正統性を付与された「正統的防護期」

（1949-79）、③NATO の二重決定により核戦争の危機が高まり、反基地運動が全国的に高揚したなかで、

軍備自体が核危機を助長するものとして見なされた「有害防護期」（1980-90）、④欧州冷戦崩壊により、

米軍駐留の根拠も崩壊し、さらにイラク戦争反対運動がドイツ全土で高揚したポスト冷戦期（1990-現在）
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に区分することができる。本論で扱う事例は、④のポスト冷戦期に展開する。 

                                                                                                                        

5.2. ラインラント＝プファルツ州の事例 

5.2.1. ラインラント＝プファルツ州における米軍基地建設の歴史と欧州冷戦の終焉 

 第二次大戦後、連合軍であったフランス軍は、1946 年に設立されたラインラント＝プファルツ州を占

領する。フランス空軍はシュパングダーレム空軍基地を 1951 年に建設した。その後 1950 年代に、朝鮮

戦争勃発を理由に米空軍が基地建設を開始し（Schommer 2005:60）、1952年に近隣のビットブルグに基

地を建設した。翌年1953年にシュパングダーレム基地も米軍基地となる。この時期のNATO軍による基

地建設は、確かに地域に経済的インフラをもたらした一方、不安をもたらしてもいた。特に農家の土地

接収や基地建設に伴う数千人の労働力の流入による社会的緊張などが生起していた10。1953年6月までに、

近隣地域（ビットブルグ、シュパングダーレム、ザータール、フンスグィック、プファルツ）に存在し

ていた 15,000ha 近くの農地と樹園地が基地建設により失われ、また 50以上のゲマインデ（町字に相当）

が接収命令の対象となり、3,000戸以上の農家家屋が破壊された（同上）。この頃はまだ、欧州防衛共同

体構想（Europäische Verteidigungsgemeinschaft）を巡り、フランスとアメリカが対立している時期であっ

た。フランスはイタリア、ベネルクス諸国との欧州防衛軍を構想したが、1954 年のフランス議会で承認

されず構想は実現化しなかった。そのため1955年には西ドイツがパリ条約で主権を回復し、NATOに加

盟し（西）ドイツ軍が再発足した11。1956年12月7日には軍事的防衛のための所有不動産の制限に関す

る法（Gesetz über die Beschränkung von Grundeigentum für die militärische Verteidigung）が制定、翌57年2月

23日には防衛問題のための土地収用法（Gesetz über die Landschaffung für Aufgaben der Verteidigung）が制定

され、後者が1990年代以降のドイツの米軍再編における土地接収の法的根拠となる。 

 東西ドイツの再統一は、ドイツの人々のみならず世界中を驚かせた。ソ連の崩壊は冷戦の終結を意味

し、ヨーロッパ連合創設の第一歩となった。このような変化に伴い、ドイツ駐留米軍基地施設規模は、

明確に縮小していくことになった。1989年当時、東西ドイツには米陸軍の兵士213,000人と、850カ所の

独立施設で構成される41の大型基地が配置されていた。1994年までに兵士は75,315人に減少し、564の

施設が返還された（Lostumbo et.al. 2013:8）。同様に在欧米空軍も、1990年には72,000の軍人と800機の

戦闘機、27の基地を保持していたが、1996年までに 33,000人の現役軍人、240機の戦闘機、6カ所の航

空作戦活動を行う基地に規模が縮小された（Ibid.）。ドイツでは、1989年に存在していた41カ所の米軍

基地は、2015年から17年までに7カ所に再編される計画が進行中である（Ibid:14）。このようにナショ

ナルレベルで見ると基地立地は減少傾向にあるが、他方でローカルレベルではむしろ基地機能が強化さ

れている地域が存在する。 

 

                                            
10 Trierischer Volksfreund. 1953/06/11. “Nato-Jagdbomber heulen über stillen Eifelwäldern.” 
11 主権回復（1955年）に先駆け西ドイツは、1954年に「外国軍の駐留に関する条約」を米国、イギリス、

北アイルランド、フランスとの間に締結し、「自由世界の安全保持のため」の外国軍の国内駐留を認めた

（“Vertrag über den Aufenthalt ausländischer Streitkräfte in der Bundesrepublik Deutschland.” 
http://www.abg-plus.de/abg2/ebuecher/abg_all/Vertrag%C3%9Cber.htm）2016年5月28日取得。 
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5.2.2. ローカルレベルに埋め込まれ、分散・断片化する基地負担とアクティヴィズムの困難 

 ビンスフェルト（Binsfeld: 人口1,171人 [2015年6月30日現在]）は、シュパングダーレム米空軍基地

に隣接する自治体である（図 3）。ビンスフェルトは、ラインラント＝プファルツ州政府（人口約 402万

人）内に位置し、州管轄の行政区であるベルンカステル＝ヴィットリヒ郡（Landkreis Bernkastel-Wittlich: 人

口111,334人）に属し、その中のヴィットリヒ＝ラント連合自治体（Verbandsgemeinde Wittlich-Land: 人口

29,607人）に含まれる行政自治体である（Statistisches Landesamt Rheinland-Pfalz 2016）（図4）。ビンスフ

ェルトを含むヴィットリヒ＝ラント連合自治体は、州内でも過疎地域の一つに数えられる（図5）。 

 ローカルレベルで考察すると、包括的防護表では見えなかった歴史的系譜が明らかになる。ビンスフ

ェルトの日常生活を考察したMartina Schommerは、米軍基地存在は経済構造が脆弱な当地域にとっては

「経済的利益」に、また米軍関係者は単なる「近所の人たち」と、現在の村人に捉えられていると結論

付ける（Schommer 2005:337-40）。 

 

図3 シュパングダーレム基地とビンスフェルト 

 

注1）GDI-RP（www.geoportal.rlp.de）より作成。縮尺は1:28556で換算。 

注2）中央に位置するのがシュパングダーレム基地で、基地の南東に位置するのがビンスフェルトである。 

 

後述するように、米軍の土地使用による経済的利益を追求するために、村の経済人により構成された米

国議会に対するロビイング・グループが現れるようになり、保守系の伝統が強い州政府との協力関係を

構築する。Schommerのインサイダー的視点は、村内部の対立や不和よりも調和を強調している。この視

http://www.geoportal.rlp.de/
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座が逆説的に指し示すのは、米軍海外基地立地政策においてアンダー・プロテクタリアートとして地域

的に措定される人口が、経済的利益の享受という文脈を通して、自らの防衛政策における客観的位置を

忘却し、共同体的利益を享受するために進んでその構造と一体化するという傾向である。つまり、度重

なる航空機事故や環境汚染にも関わらず、アンダー・プロテクタリアートとしてのリスクは、経済的―

共同体的再生産のために一時的に宙づりにされる。しかし他方で、シュパングダーレム基地の拡張に明

確に反対を表明した村人もいる。その原因は住民と地権者の土地が、防衛上の理由により政府によって

強制接収される計画が立てられたからであった。 

 

図4 連邦行政システムとビンスフェルト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 在欧米空軍の基地拡張は、既に1980年代後半に一度計画されていたが、これに対し土地所有者が反対

し、89 年に拡張計画は一度挫折していた（Ibid:67）。シュパングダーレム基地拡張計画は 1997 年に、フ

ランクルトのライン＝マイン米空軍基地の閉鎖に伴う基地機能移設計画として再び登場する（Ibid:68）。

この移設計画のために、1998年に合同合意監督委員会（Joint Agreement Oversight Committee）が設立され、

委員会はフランクフルト空港株式会社（Fraport AG）、ドイツ政府、欧州米空軍、そして二つの連邦州（ラ

インラント＝プファルツ、ヘッセン）により構成された（Ibid:69）。委員会は、基地機能をラインラント

＝プファルツ州に既に建設されている2つの基地−−ラムシュタイン空軍基地へ65％、シュパングダーレ

ム空軍基地へ 35％—に移設することを計画し、さらに近隣のビットブルグ空軍基地閉鎖に伴う基地機能

をシュパングダーレム基地へ移設することを決定した。これがシュパングダーレム基地新設拡張の始ま

りであった。1999年にドイツ連邦政府は米国政府および上記の関係諸機関と、移設計画について合意し、

2005年までのライン＝マイン基地の閉鎖を決定した（Rheinland-Pfalz 2003）。2001年、州は公式にシュパ

ングダーレム基地拡張を明らかにし、建設に不可欠な土地接収に乗り出した。住民と地権者はこの計画

に驚いた。期限付きの機能移設と基地拡張事業は、連邦政府と州政府の行政間の共同を加速させ、また
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建設業者との具体的な計画案の迅速な策定に繋がっていった（Landesbetrieb Liegenschafts- und 

Baubetreuung Geschäftsleitung 2004）。結果として、住民が計画に反対あるいは意見表明するための時間的・

資金的基盤の形成の可能性を削り取っていった。 

 

図5 ラインラント・プファルツ州とベルンカステル＝ヴィットリヒ郡の人口密度（2015年6月現在） 

 

注1）Statistisches Landesamt Rheinland-Pfalz（2016）より引用。黒丸で囲まれた地域がベルンカステル＝ヴィットリヒ郡である。 

注2）青色の濃淡は、郡に属さない自治体の人口密度を表す（低い［淡い］←人口密度→高い［濃い］）。 

注3）黄色の濃淡は、郡自治体の人口密度を表す（低い［淡い］←人口密度→高い［濃い］）。 

 

 住民に十分な説明が与えられないままに建設計画は進行していく。最終的に30名の地権者が土地を手

放すかあるいは強制的に失った。なかでも住民運動団体BIEGAS
ビ エ ガ ス

（詳細は後述）設立の要となるＡさんは、

基地に隣接する地域に自らの住居と土地を構えていたが、30 名のうち、ただ一人買収に応じなかった。

しかし買収に応じなかったところ、冷戦期に施行された土地接収法により基地に隣接した所有地の 3 分

の1を強制接収されてしまう12。1993年3月18日に締結されたNATO軍地位協定および補足協定の大幅

な改定により、ドイツ国内法での周辺住民の負担軽減に配慮した規制が盛り込まれた（ボン補足協定）。

しかしNATO同盟軍は、ドイツ軍と差別なく法整備がなされてきたため（松浦2003:86; 朝井2009:180-2）、

1957 年に制定された土地接収法が適用可能なのであった。Ａさんの家族は、記録として確認されている

                                            
12 Aさんへのメールによるインタビュー回答（2015年1月30日）および面接インタビュー（2011年9

月2日）より。 



 12 

だけで 400年以上前から先祖代々同じ土地に居住してきた。Ａさんの祖父も上記で述べたように、50年

代前半に所有地を強制接収された農家の一人であった。当時ドイツ政府がドイツの人々よりもアメリカ

政府に協力していた事実が、現在でも繰り返されていることにＡさんは憤っていた（Lütke Wissing 2002）。 

 

単純に、法的権利を付与されていないことに怒っています。ここは「公共の福祉」という名の下に強

制接収されました。しかし我々にとってはそれを理解するのは難しいのです。なぜならここで接収さ

れた土地は、他の国の基地拡張計画に使用されているのですから。イラクやアフガニスタンからも沢

山の航空機がここにやってきます（Ibid.）。 

 

Ａさん自身もビットブルグ米空軍基地で働いていた経験を持つ。ゆえにアメリカ人への敵意はない。た

だ、基地建設があまりにも自らの家に迫ってくることが、小さい子供の生育環境としても好ましくない

（Ibid.）。この危機の認知が、Ａさんに取ってシュパングダーレム基地拡張計画に対する反対の契機にな

り、その後の運動生起を動機付けた。 

 

5.2.3. 運動の生起と展開——2002年以降 

 基地拡張計画は最大 1,000ha に及び、しかも住民は計画開始と終了の日付しか知らされなかった

（Regionalen Bündnis für die Konversion des Kriegsflughafens Spangdahlem 2005:9）。シュパングダーレム基地

の拡張工事が開始された直後の 2002 年 11 月、Ａさんを含めた憂慮する住民や周辺地域の市民が、建設

反対の運動団体である「シュパングダーレム基地拡張に反対する市民イニシアティヴ（Bürgerinitiative 

Erweiterungsgegner Airbase Spangdahlem, 以下BIEGASと表記）」を設立し、同盟90／緑の党、基地立地と

その影響に反対するネットワーク（Netzwerk gegen Militärstandorte und gegen Auswirkungen）、基地施設の転

換を図る地域連合（Regionales Bündnis für die Konversion von Militäranlagen13）、戦争基地シュパングダーレ

ムの転換のための地域連合（Regionales Bündnis für die Konversion des Kriegsflughafens Spangdahlem）、また

他の基地立地地域であるグラーフェンヴェアやヴィットシュトックなどの住民運動の支持を得た。近隣

では、とりわけ航空騒音公害が甚だしいことが住民から指摘されていた14。運動は、建設に伴う騒音公害、

ケロジンを排出する燃料排気や有害な JP8 燃料、ランドスケープの変化、危機の際の地域保護計画の不

在、イラク戦争への参加反対、などの環境運動と平和運動のフレームを用いながら展開していった

（Regionales Bündnis für die Konversion des Kriegsflughafens Spangdahlem 2005:7-8）15。BIEGASの運動は、

ドイツで最も影響力のあるトランスナショナル環境団体の一つである Der Bund für Umwelt und 

                                            
13 AG Frieden Trier、attac Bernkastel-Wittlich、BUND Rheinland-Pfalz und Kreisgruppe Bitburg-Prüm、Bündnis 

gegen Krieg Trier、Freidensgruppe Bitburg、Kulturverein Burg Dudeldorf、Katholische Studierende Jugend、Pax 

Christi Gruppe Wittlich und Trier、Vereinigung Bürger für Bürgerなどが含まれる連合はオルター・グローバリ

ゼーション運動、平和運動、宗教運動、学生運動および反基地運動まで、様々な勢力により構成される。 
14 Trierischer Volksfreund. 2003/3/3. “Einfach wüst und schockierend. ”   
15 シュパングダーレム基地を拠点とする第52戦闘機隊は、近接航空支援、空域制圧から戦略的爆撃まで

の全方向的な戦闘への参加が可能である。戦闘機隊は、イラク・アフガニスタン戦争で幾度も動員され

た（Schäfer 2008）。 
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Naturschutz Deutschland（B U N D
ベーウーエヌデー

）の支援も得て展開する16。 

 BIEGAS は、同時期のドイツのナショナルレベルの運動展開にも後押しされた。2000 年初頭のドイツ

では、様々な形態の反戦反米基地運動が展開されていた。ブッシュ政権の米国がイラク戦争に突入しよ

うとしていた時期には、ドイツ全土で反戦反米基地運動が展開され、ドイツの戦争への参加拒否を訴え

た（Holmes 2014:166-88）。この波はシュパングダーレム基地周辺にも押し寄せていた17。にもかかわらず、

ライン＝マイン基地の解体工事は2003年3月に開始された（2005年8月完了）。また移設計画の開始が

政府レベルで発表されるのを待って「シュパングダーレム受入国委員会（Host Nation Council Spangdahlem）」

が地域の保守系政治家の支援を受けながら、米軍基地による経済的インフラ保持のためにワシントンD.C.

に対するロビイングを開始した18。  

 

5.2.4. 進む基地拡張と持続可能な地域経済運動と環境保護運動の展開 

 建設工事は留まるところを知らない。1994年から2014年の間に、シュパングダーレム基地は133ha拡

張された（485→618ha）。また米国は同基地に 1994 年以来およそ 10 億ドルを投資しており、これには

新たなショッピングモール、フィットネスセンター、小中高等学校、歯医者、売店などが含まれている19。

2017年に拡張工事の完了が見込まれている20。 

 しかし、その後も BIEGAS は運動を展開してきた。地域にとって自律した持続的な生活インフラ形成

を実践し紹介する、というもう一つの手段によってである。これは1994年に返還が決定したビットブル

グ空軍基地跡地の利用開発への介入として具体化した。基地存在に恩恵を受けていたローカル政治家と

企業および住民は、基地の閉鎖という事実に驚きを隠せなかった。基地なき今どうやって生計を立てて

いくのか。この問題に対して BIEGAS を含む地域イニシアティヴは、地域に根ざした跡地利用を求め、

それにより地域産業と政治、また住民にとって有用である跡地利用モデルを構築することを試みる

（Regionalen Bündnis für die Konversion des Kriegsflughafens Spangdahlem 2005:43-44）。このモデルは後に「ビ

ットブルグ・モデル」と呼ばれ、軍事施設跡地の再生可能エネルギーセンターへの転換利用の重要なケ

ースとなる21。 

 基地政策補助金から経済的に自律する基盤形成を試みる「転換 Konversion」は、基地政策によりもた

                                            
16 BUNDは国際環境ネットワークのFoEの一員であり、2016年現在で55万を超える会員と支援者を抱

える巨大環境保全組織である（BUND 2016）。前述のＡさんはBUNDの一員としても積極的な活動を行

っている。 
17 BIEGASウェブサイトを参照されたい（http://www.biegas.de）2013年4月13日取得。シュパングダー

レム基地ゲート前での宣言とバリケード（2003年3月22日）、家族でピクニック（2003年8月8日）、「接

収された故郷の土地を記念する家」の建立（2003年10月10日）などが立て続けに行われた。  
18 （http://www.hostnationcouncil.de/en/） 2013年4月13日取得。 
19 Trierischer Volksfreund. 2014/11/30. “Spangdahlem: So geht es weiter.” 

（http://www.volksfreund.de/nachrichten/region/bitburg/aktuell/Heute-in-der-Bitburger-Zeitung-Airbase-Spangdahle

m-So-geht-es-weiter; art752,3678466/）)2016年5月13日取得。 
20 2006年9月15日、シュパングダーレム基地から離陸したF-16ジェット戦闘機が離陸直後に近隣に墜
落した。二次被害が皮肉にも、このような形で表面化している。     
21 Konversion Bitburg. （http://www.konversion-bitburg.de/flugplatz-bitburg/bitburger-modell/） 2016年5月13

日取得。 
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らされる経済的利益／地域平和の追求という二元論的ジレンマを克服するための展開であった。転換は

様々なトピックを包含する。（1）所有の転換（2）産業・生産の転換（3）知識の転換（4）軍事兵器の転

換、そして（5）財政的転換である。そもそもこの「転換」は、BIEGASのメンバーが、中央ヨーロッパ

で最も巨大な米軍弾薬庫が存在していた州内のモーバッハにおいて、電力インフラ転換プロジェクトに

参与したことがその始まりとしてあった22。弾薬庫は、風力、太陽光、バイオガス電力基地に生まれ変わ

り、地域住民の雇用の場も作り出した（Ibid:41-42）。 

 2014年11月、運動が懸念していた環境汚染問題が明るみに出る。ビットブルグの河川からEU内基準

値の7,700倍の発がん性のフッ素界面活性剤（ペルクルオロオクタンスルホン酸系＝PFOS系）による高

濃度環境汚染が発見され、また地下水（地下 78m）からも汚染物質が検出された。さらにビンスフェル

トの河川や池でも、基準値の最大3,000倍のフッ素界面活性剤の混入が検出され、米軍基地由来の汚染の

可能性が高いことが明らかになった。このためドイツ環境省も、問題に対して動かざるを得なくなる23。

2015年10月には、米空軍も基地から出たPFOSの調査のために、80万ユーロを支出することを表明し24、

州環境省や水道局も当該地域の広域調査を行い、ビンスフェルトを含むシュパングダーレム基地周辺の

広域汚染が明らかになった（Rheinland Pfalz 2016）。 

 基地建設に異議を唱える住民と支援者の運動は、ポスト冷戦期における基地拡張そのものを阻止する

ことはできていない。しかし彼ら／彼女らは基地インフラへの経済依存構造とローカル・コミュニティ

の経路依存的な規範レベルの依存を、環境保護と経済的自立という観点から、人間の認識と技術の双方

をこのエリアにおいて変革することに集中していった。                                                                          

 

6. 結論——複合的制度機関の支配に対する社会運動の挑戦 

 本論は、米国の海外基地ネットワークが、それまでの植民地帝国主義のように他国家の土地や人間は

所有しないものの、同盟国と敵国を厳密に区分し、同盟国の人口をプロテクタリアートと見なす第三の

帝国的形態であるという理論枠組みから出発した。（西）ドイツの冷戦構造内部における位置づけの変

化により、米軍に対する認識が変化し、特に1990年以降は駐留の正統性のないままに政府間レベルでの

再編計画が決定されてきた。海外米軍基地の存在は米国と受入国との合意に基づいており25、ラインラン

                                            
22 Trierischer Volksfreund. 2003/10/3, “Besuch aus der Eifel.” 
23 Trierischer Volksfreund. 2014/11/9. “Gefährliches Erbe des US-Militärs: Rings um rheinland-pfälzische 

Luftwaffenstützpunkte sind Gewässer mit krebserregenden Stoffen verunreinigt.”

（http://www.volksfreund.de/nachrichten/region/rheinlandpfalz/rheinlandpfalz/Heute-im-Trierischen-Volksfreund-Ge

faehrliches-Erbe-des-US-Militaers-Rings-um-rheinland-pfaelzische-Luftwaffenstuetzpunkte-sind-Gewaesser-mit-kreb

serregenden-Stoffen-verunreinigt;art806,4049166）2016年5月13日取得。PFOSによる環境問題は、2016年

現在、ドイツのみならず米国や日本でも問題化されてきた新たな対象である。この動向に関する詳細な

考察は別項に譲りたい。 
24 Trierischer Volksfreund. 2015/10/26. “Bitburg, Büchel, Spangdahlem: Krebserregendes PFT von Flughäfen ins 

Grundwasser gespült.” 

（http://www.volksfreund.de/nachrichten/region/rheinlandpfalz/rheinlandpfalz/Heute-im-Trierischen-Volksfreund-Bit

burg-Buechel-Spangdahlem-Krebserregendes-PFT-von-Flughaefen-ins-Grundwasser-gespuelt;art806,4350967）2016

年5月13日取得。 
25 Christopher T. Sandersは、現代米国を「借地帝国 leasehold empire」（2000）と明瞭に定義付けている。 
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ト・プファルツ州の事例では、西ドイツの主権回復以前および朝鮮戦争後の欧州軍構想が議論されてい

たナショナルレベルにおける「正統的防護期」において、多くの土地接収が行われヨーロッパ冷戦の軍

事的基盤が建設されていった。そのために地域的には「土地接収」の記憶が残ることになった。 

 本論で明らかになったことは第 1 に、米軍駐留数が大幅に減少したポスト欧州冷戦期の「みかじめ料

の徴収」時代の現代ドイツにおいても、NATO 関連法とりわけ土地接収法が、NATO 加盟国と統一ドイ

ツの地位協定の一部として未だ重大な効力を持ち続けていることである。そこでは軍事基地をこれから

どうするのかをめぐる未来の議論は予め制度的に閉ざされ、地域断片的な軍事化が一層増加する傾向に

ある。冷戦後の米軍再編は、統一後ドイツにおける駐留米軍数を大幅に削減したが、再編によりライン

ラント＝プファルツ州には基地機能強化がもたらされ、他方で州の建設業を主とした経済界には一時的

な経済的利益を享受させている。 

 第 2 に、ビンスフェルトにおける事例を明らかにした。本事例の場合、連邦政府、米空軍、州政府お

よび大企業が、フランクフルトのライン＝マイン基地から 2 つの基地への拡張移設に同意したことが、

複合的制度機関の権力的収斂となり、土地を接収される側による建設計画への異議申し立てを困難にし

た。建設計画の決定後、州レベルでは地域の建設業やサーヴィス業に対する経済的利益としての米軍を

めぐる言説が形成されていった。そのような中で、ドイツ基本法で保障されているはずの所有権および

人権を制限され、土地を強制的に接収されたＡさんの怒りは、ドイツ政府の合法的土地接収が、冷戦期

に制定されたNATO軍地位協定に基づく国内規定の問題を析出させ、基本法の人権範疇が自らに適用さ

れないことに対する異議申し立てとして生起した。換言すれば、Ａさんが構造的にアンダー・プロテク

タリアートとして生産されている自らの位置を、強制土地接収を通して認識したことが住民運動として

の BIEGAS 生起の契機となった。その後、地域的な平和運動や環境運動団体の支援を受けながら、運動

の目標は経済的（物質的）構造と基地政策を支持する規範システムの双方を、環境運動というフレーム

により変革することにシフトしていった。シュパングダーレム基地の新規拡張は州—地域の保守系利益

層により進められつつも、ビンスフェルトにおける平和運動および環境運動の生起と継続は、BIEGAS

結成から10年余りが過ぎた2014年前後から、基地による広域環境汚染の現実を明らかにするに至った。

環境汚染被害の可視化はこの意味において、政党政治に基づいた経済的再配分には留まらない軍事基地

をめぐる「政治」をようやく開く新たな契機となったのである。 
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Post-Cold War Reformation of US Miliary Overseas Network and its Impact on Local Community : A Micro 

Mobilization Study on Peace and Environmental Movements against Expansion of an US Military Base in 

Binsfeld, Germany 

 

Keisuke Mori26 

 

Summary: This research examines the restructuring of US Bases in Germany and its influence on local communities 

from the sociological perspective. I focus on an anti-base expansion movement in Rhineland-Palatinate (Spangdahlem 

Airbase) in order to clarify the structural dynamics and emergence of the social movement. In this paper, I define the 

expansion of the US base network overseas as a unique imperial development that expanded significantly after the 

WW2. First I will focus on how this development influences the local structure. Second, I will argue how social 

movements against it take place due to the collateral damage (acquisition of land, environmental pollution) caused by 

the presence of the military base.  
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